
１．背景と目的

　過度の開発による人口増加・環境悪化を抑制し、適正

な都市規模を維持して生活の質を確保するとの観点か

ら、成長管理政策の必要性が指摘されている。この方策

に指定容積率を切り下げるなどして新規の開発容量を抑

えるダウンゾーニングがあるが、同時に現存する建物を

既存不適格とする可能性がある。既存不適格であっても

建物が存続する限りはそのまま利用が可能だが、建て替

える際には低い容積率に合わせなければならず、現在の

延床面積が確保出来なくなるという問題が生じる。

　この点が特に問題となるのは、分譲マンションにおい

てである。マンションの建替えには5分の4以上の区分所

有者の合意が必要だが、不適格のため従前の住戸面積が

確保出来ず、かつ多額の費用負担が必要になると、合意

形成は難しく実現は困難になるからである。またマン

ション開発は指定容積率を最大限に活用する場合が多い

ため、規制強化の際に影響を受けやすく、従前の容積率

で建設された物件の大半が不適格になると考えられる。

　行うべき規制強化で不適格建物が発生することはやむ

を得ないが、マンションの場合は建替えが必要になって

も適切な更新が出来ずに劣化が進行してしまい、居住者

だけでなく周辺地域にも悪影響を与える危険性がある。

これを回避するには、不適格となった場合でも更新が円

滑に進められるよう、所有者自らの取り組みを支援する

ほか、何らかの都市計画的な対応も必要と思われる。

　この問題に関する先行研究をみると、ダウンゾーニン

グについては、実態と成立要因を分析する研究があり、

全国的な動向及び事例の具体的内容が整理されている１)。

用途地域等改定の実態分析では、容積率切り下げはほと

んど行われていないが、住居系用途での切り下げ方向の

変更比率は地方圏で高いことが示されている２)。しかしこ

れらでは、変更で発生する既存不適格には触れていな

い。東京都の見直し実態を扱う研究３)４)の中では、変更に

よる不適格化の扱いが整理されているが、主に用途不適

格に関してとみられ、また対応策は述べられていない。

　不適格によるマンション建替えへの影響に関しては、

阪神大震災での被災マンションの問題が主に扱われてお

り、震災復興型総合設計を利用して再建された建物の分

析５)や、解散処分や縮小建替えを行った事例の報告６)など

がある。今後の対応の方向性を考察する論文７)もみられる

が、具体の状況に基づいた検討は行われていない。

　本論文では、この問題に関して住民と行政との間で取

り組みがなされた福岡県春日市の事例を取り上げ、問題

の経過と論点・課題について整理し、今後の不適格マン

ションへの対応のあり方を考察する。

２．研究の方法

　不適格マンションの問題が検討された数少ない事例と

みられる、福岡県春日市での取り組みを研究対象とす

る。最初に住民と行政の間での交渉が持たれた96年11月

の時点から調査を開始し、対応が実施され両者の間で確

認がなされた99年3月までの間、ヒアリング調査と関連資

料の収集を繰り返し行い、住民・行政間での協議の過程

と対応策の内容について情報を収集した。この他、2000

年にも再度調査を行い、細部の確認を行った。

　以上の調査で得られた情報をもとに行われた活動を整
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名称・所在地などを把握、他の管理組合に呼び掛けて

「春日市マンション管理組合連絡会」を10月に設立し、

市に対して要求書・公開質問状を提出した。

　連絡会は、規制強化で不利益を受けたとして、再指定

替え等の措置を求めている。これに対して市は書面及び

説明会で回答を行い、将来起こりうる問題を考えれば規

制強化はやむを得ない措置だと説明している。回答を不

服とした連絡会は、97年1月に再度質問状を提出した。こ

れに答える第２回説明会で、市は対応は適切なもので

あったとしつつも、不適格への配慮が十分でなく、また

手続面で努力する余地があったと認めた。その上で不適

格を救済するよう取り組むことを市長が表明、対策を協

議する機関の設置を提案した。連絡会もこれに同意し、5

月に協議会設置(１)に関する調印がなされた。

　97年度の計5回の協議会では、実態の把握と救済の可能

性の検討が行われ、建物の設計図面を集めての不適格状

況のチェックや、取りうる方策に関する勉強会、典型物

件を用いてのケーススタディなどが行われた。その結

果、やはり大半の物件は不適格であり、当初考えていた

総合設計等を用いての救済も難しいとの結果となった。

　98年度では、高度地区制限の適用除外を行う方向が検

討され、この中で容積率による容積の規制を高度地区に

よる形態の規制で置き換えたうえ、例外許可を用いて不

適格マンションを救済するアイデアが生まれた。この案

は5月の神戸・西宮市の視察で、震災復興での例外許可の

運用実態を調査する中で固まっていった。7月には高度地

区を指定しておき将来必要な時点で容積率を切り下げ前

の値に戻すとの骨子がまとまり、例外許可要件の具体的

な検討に入った。8月に市側が提示した要件案は条件を細

かく規定する厳しい内容であったため、住民側からは緩

和の要望が相次ぎ、協議会や10月の市民説明会等で議論

した結果、規制の趣旨を満たしつつ実態に即した形へと

修正がなされた。

　その後縦覧や都市計画審議会などの法定手続を経て、

99年3月に都市計画の変更が告示され、市と連絡会との間

で上記の対策内容を記した確認書が締結された。

４．対立期の分析

４-１．規制強化の内容

　1996年4月の用途地域見直しで規制が強化されたのは、

［図１］に示す規制Ａ・Ｂの地域であり、その内容は、

　　Ａ.中高層住居専用地域の容積率切り下げ

　　　（住居(容積200%)→２種中高層(150%),

　　　　２種住専(200%)→１種中高層(150%) ）

　　Ｂ.準工業・旧住居地域における高度地区指定

　　　（第2種20m高度地区,及び日影規制の導入(２)）

理し、過程全体を大きく３期に分けて捉える。各期で検

討または実施された施策の内容とそれによる影響をまと

め、対応の意味や問題点・課題について考察する。

３．事例の概要

３-１．春日市の概要

　春日市は福岡市の南に隣接する面積14.15�の市で、福

岡都市圏のベッドタウンとして成長してきた。福岡市に

比べて相対的に低い地価と、周辺市町村よりも高い容積

率指定、及び渇水が問題となる近隣市町村に比べて水に

余裕があることなどから、1980年代後半から分譲マン

ションをはじめとする集合住宅の建設が進んだ。これら

の開発の影響で、10年程で人口は約2.5万人増加、総人口

も10万人を越え、九州でも有数の人口密度の高い市と

なっている。このまま人口増加が進めば、廃棄物の処理

や飲料水の供給などが限界に達するとの危惧がもたれる

ようになり、またマンションと低層住宅の混在が住環境

を悪化させるとの問題が指摘され、新規開発の抑制が課

題となっていた。このため、1992年の都市計画法改正に

伴う用途地域見直しの際、住居系の用途地域を中心に市

域の大半で容積率の切り下げなどが行われた。

３-２．対策検討のプロセス

　検討の過程を［表１］に示す。プロセスは「対立期」

「模索期」「実施期」の３つに分けて捉えられる。

　規制強化を含む用途地域の見直し案は1995年から縦

覧・公聴会等の手続が行われ、一部の住民から意見が

あったものの、ほぼ当初の案で96年4月に改正された。こ

の改正を知らせる市広報をみた住民が初めて問題に気付

き、情報公開請求に基づいて不適格マンションの棟数や

表１：問題発生から対応策実施までの主な事項
年 月 市 協議会 連絡会 期
95 8 市報で素案を提示

任意縦覧・説明会実施
96 1 法定縦覧実施

4 用途地域改正 問題に気付く
5 他のマンションを調べ連絡
9 議会答弁(救済措置) 勉強会開催(用途地域制) 対
10 会発足,要求書・質問状提出 立
11 回答書提示,説明会開催 議会へ請願書・署名提出 期
12 議会で請願採択

97 1 要望書・第2回質問状提出
2 回答書提示,第2回説明会 県知事への要望書提出
5 第1回協議会(作業計画)
7 勉強会(既存不適格)
8 第2回協議会(実態の把握)
10 第3回協議会(救済の方向) 模
11 東金市,茅ヶ崎市視察 意見書提出を求める請願 索
12 議会で国への意見書採択 第4回協議会(地区計画) 勉強会(地区計画) 期

98 2 第5回協議会(総合設計)
5 神戸市,西宮市視察

第6回協議会(今後の方針)
6 対策案に関し県と協議 連絡会役員に素案提示
7 市施策会議に諮る
8 議会・都計審に案提示 第7回協議会(見直し素案)
9 議会答弁(素案の是非) 賃貸状況のアンケート調査 実
10 素案を市報に掲載 要件緩和の意見書提出 施
任意縦覧・説明会実施 第8回協議会(許可要件案) 期

12 都計審で承認 修正案回覧,意見求める
99 1 法定縦覧実施 第9回協議会(確認書内容)

3 変更の告示 確認書を締結 確認書を全戸に回覧



で、そのために不適格が生じるのは通常あり得る現象で

やむを得ないと主張していたが、これも説明会の場で将

来の問題解決の検討を住民参加の協議会で行うとの提案

を市側が行い、連絡会側より合意が得られている。

　話し合いの当初は、実質的で適切な対応を求める連絡

会と、制度に則った対応を主張する市との間で意見が食

い違ったが、話し合いの過程で1)に関する共通理解が生ま

れ、両者の目指すところは相反してはいないことが明確

になるなかで、2)3)の問題点を認めることが出来、4)に関

して対応を検討しようとの方向が出てきたものと思われ

る。これらの議論は、いうなれば本来の規制変更手順の

中で住民－行政間で行うべきであった行為であり、これ

を後からやり直すことで対立が解消されたといえる。

５．模索期の分析

５-１．対応の方向性

　協議会では、強化後の規制を前提とした上で、生じた

不適格マンションへの対応の方向性が議論された。検討

された事項及びその過程を［表２］に示す。

　1)は97年施行の共同住宅の共用部分等を容積率に算入

しないとの措置によって、適格とみなせるかを調べるも

である。変更は南部の１種低層住宅専用地域を除く市域

の大半で実施され、規制Ａにより42棟、Ｂで15棟の分譲

マンションが不適格とされた(３)。大半は平成に入ってか

ら建設された物件で、平均をみると戸数は48.6戸（最小12

戸～最大294戸）、階数は7.7階（4階～14階）である。従

前の指定値200%を最大限利用する物件が多いため、150%

への切り下げによって容積充足比（利用容積率／指定容

積率）は1.3前後となった。これらのマンションの居住者

は2770世帯・計9千人弱で、市人口の8%程を占める。

　これに対して連絡会は、建替時に現状の居住面積が確

保出来なくなる・住居の資産価値が減少することを問題

として、1)規制強化の理由・根拠、2)対応の遅れを招いた

先見性の欠如、3)住民への周知の不備、4)規制手段の妥当

性の４つを論点に挙げて反対している。1)は市が強化の理

由とした水供給・不燃廃棄物処理能力の限界、交通渋滞

の緩和、住環境・景観の確保という点に関して、なぜ対

応が必要になったのかを問いただすものである。2)は近隣

の市町村では同様の規制強化を早い時期に行っているの

に対して(４)、なぜ春日市では対応が遅れたのかという疑

問である。3)は市報や説明会では広報は不十分であり、不

適格建物所有者に伝わるよう工夫すべきであったという

意見である。4)は規制がマンション住民に多大な負担をか

けるものであり、他に適切な方法が取り得なかったのか

という疑問である。

４-２．論点の考察

　連絡会の主張する内容は、いずれも不適格の及ぼす影

響よりは都市計画の「手順」の問題が指摘されていると

いえる。これは不適格による建替えの困難性・資産価値

の低下という影響の実態的な把握が困難であり、これ自

体を主要な論点とはしにくいことから、問題ある手順に

基づく変更は認めないと主張したものと考えられる。

　各論点に関して、1)では市側は根拠となるデータ等を示

し、このまま人口増加が進めば問題が起きうることを説

明している。この規制強化の必要性は連絡会側も当初か

ら認識しており、議論を通じて両者の間で再度確認がな

されたといえる。2)では、連絡会が総合計画等の内容と照

らし合わせながら長期的なビジョンの欠如を指摘するの

に対し、市はバブル経済の崩壊に伴う急激な開発の増加

は予測しえなかったとしながらも、より早い段階で対応

していれば問題は生じなかったであろう、としている。3)

については、市は法で規定された手続は適切に遵守して

おり、市報への掲載や縦覧・説明会で周知を図ったとし

ていたが、説明会でのやりとりの中で、結果として住民

に伝わらず不十分な面もあったことを認めている。4)で

は、市は今回の規制は公共の福祉に基づく妥当なもの

図１：規制の変更と不適格マンションの状況

96年変更 99年変更

96年 増加
容積+高度 33 0 33

→ 容積のみ 7 0 7
高度のみ (注)　2 14 16

B 高度地区
2種20m導入 15 → B 2種20m→

1種20m 高度制限 15 7 22
（単位：棟）

C 2種20m→
1種20m 高度制限 0 20 20

D 絶対20m
導入 高度制限 0 1 1

数量計 57 42 99

変更内容 不適格の
状況

不適格数 計規
制
凡
例

(注)共用部分の容積不算入措置で
適格と判定されたもの

規
制
凡
例 変更内容 不適

格数

A 容積率
200→150%

高度地区
2種15m→
1種15m

A42

鉄道
駅

主要道路
(計画含む)

96年発生
0 1km

99年増加

不適格マンション



のである。このため、容積不適格の42棟のうち、設計図

面の提出が得られた33棟について容積率の再計算を行

い、不算入による効果を把握した。その結果、不算入後

の延床面積は全体平均で従前の95%となり低減がみられ

たが、指定容積率を満たすものはわずか2棟であった。

　2)は総合設計制度を用いて容積の緩和を受けようとする

ものである。適用要件として敷地規模・前面道路幅員・

接道長を考え、これらの観点から各物件での適用可能性

を評価した上で、敷地の規模別（３区分）に使用容積の

大きい物件を選び、総合設計を適用した場合に建設可能

な建物のケーススタディが行われた。その結果、要件か

らみれば適用が考えられるのは17棟あるが、日影制限や

道路斜線等をクリアしうるのは敷地2000�以上のもの

（該当6棟）とみられた。また神戸・西宮の視察で震災復

興型総合設計の事例をみて、このような建物で再建がさ

れても周囲の環境は悪化するとの印象を住民・行政双方

が感じ、この方策に対しては消極的になっている。

　3)は都市計画法及び開発行為等整備要綱によって市に移

管された帰属公園を、マンションの敷地面積に算入する

ことで、不適格を解消しうるかを考えるものである。こ

のような取扱いの可否が議論され、並行して帰属公園の

実態調査が行われた。扱い方として返還または貸与する

方法が検討されたが、帰属公園を持つのは7棟で、これら

で算入しても不適格のままであるという結果となった。

　4)は高度の斜線制限及び日影規制を、既存建物がクリア

しているかをチェックするものである。高度制限不適格

15棟のうち、設計図面の提出が得られた13棟で実態調査

が行われ、程度の差はあるものの適格な物件はないこと

が明らかとなった。この後、制限の下で建設可能な建物

の仮想設計を行う予定だったが、低い可能性を探るよう

な調査を行う意味は薄いこと、及び個別の物件毎ではな

く全体として取りうる策を検討すべきとの考えから、結

局は実施されなかった。

　5)は建替えの際に高度地区制限の適用除外が出来るよう

検討するものである。全国174の市町村に高度地区に係る

計画書の規定内容を照会し、周辺の土地利用状況等によ

り除外する場合があること、阪神大震災の復興過程では

日影規制への適合を前提に弾力的な適用除外を行ったこ

とが分かった。この調査の中で、近隣する福岡県志免町

では例外許可で既存不適格の扱いを位置づけていること

が分かり、この規定の導入で高度地区制限のみの不適格4

棟を救済する見通しを得ている。また西宮市の地区計画

では、導入された絶対高さ制限について既存不適格を特

例として認めているとの情報が得られた。これらの内容

を元に検討が進められ、後の対応策につながっている。

　6)に関しては連絡会側から提案され、変更案も提示され

たが、十分な検討はなされなかった。7)では現行の地区計

画制度のうち、容積緩和が可能なタイプの検討を行った

上で、先に挙げた西宮市の事例を参考に、スポット的に

容積率を緩和した上で地区計画をかけ、建替えの場合に

適用除外が可能となる方法などが考えられた(５)。

５-２．検討内容の考察

　対応の考え方としては、現行建物の不適格状態を解消

しようとする方策（1,3,4,6）と、建替えの際に現行と同程

度での再建を可能とする方策（2,5,7）とに分けることが

出来る。対立期に連絡会が指摘した問題点のうち、建替

え時の現行居住面積の確保にはいずれの方策も対応する

が、住居の資産価値の減少に関しては厳密にいえば前者

の方策しか対応しえない。この点を考えてか、検討では

まず前者の可能性がチェックされており、これらの効果

があまり期待できないことが明らかになってから、後者

が本格的に検討されたものとみられる。

　協議会に参加する主体の立場によっても、考え方が異

なるようにみえる。行政側はまずは実態の詳細な調査に

より不適格に該当しない物件がないかを個別にチェック

し、また現行制度内で個々に適用可能な方策を主に提起

しており、開発抑制に必要な規制を面的に維持したうえ
表２：対応策検討の内容と経過

対象 第１回協議会 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回

規制Ａ:

1) 共用部分の容
積不算入措置

容積
不適格

2) 総合設計によ
る容積緩和

(42棟) 3) 帰属公園の敷
地面積算入

規制Ｂ:
高度

4) 高度・日影規
制の適合状況

不適格
(15棟)

5) 高度・日影規
制の適用除外

規制
ＡＢ

6) 用途地域等の
区域界見直し

両者 7) 地区計画の導
入

検討事項

設計図を収
集して計算

2棟で救済
の可能性

実態調査

取扱方法の検討

7棟が保有
算入して
も効果薄

適用要件の
チェック

対象物件
の選定 仮想設計 大規模物件

以外は困難

全国自治体
への照会

連絡会
が提案

適用除外の
状況把握

設計図
を収集

斜線制限
の確認

日影規制
の調査

導入方法
の検討

連絡会が
可能性の
ある地域
を提案制度全体

の理解

判断基準
の調査

適用除外の
事例把握

導入の方法
論の検討

適格物件
は無し

仮想設計
を断念

適用に対
して疑問

導入の手
順の検討

事例の
把握

導入で4棟
救済見通し

神戸
西宮
視察



で、個別の物件毎に点的な救済を図ろうとしたものと思

われる。これに対して連絡会側は、6)や7)などの対応で、

出来るだけ多くの物件を面的にまとめて救済する方策を

志向しているように見受けられる。このように、協議前

半での両者のスタンスは微妙に異なるが、個別解の適用

が難しいことが明らかとなり、また制度運用の難しさが

両者の間で共有される中で、可能性の見える5)7)の方向へ

と収束していったとみられる。

　規制Ｂの高度不適格への対応は、5)の形である程度の可

能性が見えており、西宮市の事例などでも確認されたの

に対し、規制Ａによる容積不適格については検討した全

ての方策で限界がみられている。唯一可能性があるのが7)

だが、地域毎に計画を作り導入を目指すのには時間と手

間がかかることから、地区計画の発想を個々の地区毎で

はなく不適格が発生した範囲全体へと拡大して考え、こ

こに5)の発想を取り入れて、容積率によるボリュームの制

限を高度地区で置き換えて適用除外を可能にするとい

う、最終的なアイデアへとつながったと考えられる。

６．実施期の分析

６-１．対応策の内容

　対応策の基本的な考え方は次の通りである。

1)規制強化は必要不可欠だが、不適格マンションの建替は

困難となり、永住する区分所有者の住居の確保や老朽・

スラム化防止の観点から、建替の促進が必要となる。

2)救済措置として国の取組が期待されるが、具現化しない

場合は容積率を戻すことも想定しなければならず、緩和

の際の市街地環境の悪化を防止する手法が必要となる。

3)そこで、高度地区を変更して絶対高さ制限を導入するこ

とで、より質の高い居住環境を形成するとともに、将来

の容積率緩和で懸念される事態に備える。

　以上の概念を示したのが［図２］である。まず建替が

必要となる時点においても不適格救済の手段がとられて

いない場合に、容積率を96年変更以前の状態に緩和する

ことを想定する。この場合にも96年の規制強化と同程度

の開発容量の抑制が出来るよう、あらかじめ第１種高度

地区という絶対高さ制限を導入し、同時に居住権を保障

する観点から例外許可を用意するものである。この考え

に基づいて、a)絶対高度制限型高度地区への変更、b)例外

許可の導入及び運用基準の規定、c)市と連絡会の間での確

認書の締結、が行われた。

　a)高度地区の変更が行われたのは［図１］のＡ～Ｄの地

域であり、その内容は、

　　Ａ.第2種15mを第1種15m高度地区へ変更 (約380ha)

　　Ｂ,Ｃ.第2種20mを第1種20m高度地区へ変更 (約446ha)

　　Ｄ.絶対20m高度地区を導入 (約37ha)

である。容積不適格物件のある規制Ａ地域以外でも変更

が行われているのは、96年の強化内容でも大規模な敷地

では高層マンションの建設が可能なことや、強化後も規

制の緩い地域でマンション建設が進んでいることを受け

てであり、一層の開発抑制・環境保全が図られている。

この変更により96年発生の不適格物件57棟の他に、規制

Ａ,Ｂ地域で21棟、今回強化を行った規制Ｃ,Ｄ地域で21棟

の新たな不適格分譲マンションが増加している。

　b)例外許可では、高度地区の規定に既存不適格建築物の

増改築に対する例外許可を導入した上で、分譲マンショ

ンの建替えについて、(1)法定または任意の[建替え決議]

が行われていること、(2)建替え後の[住戸数]が参加する

所有者分の住戸数合計を越えないこと、(3)建替え後の[専

有床面積の合計]が従前を越えないこと、(4)建替え後建物

が従前建物の[高さ][規制に適合しない部分の立面投影面

積][不適合な日影部分の面積]を越えないこと、との要件

を運用基準で設定している。この要件は従前所有者が建

替後も住み続けるための床面積分のみ認めるとの観点に

よるもので、居住権の保障を目的としている。当初案で

は、各住戸の面積は従前以下、新たな分譲用住戸を含ま

ない等、より厳密に規定していたが、現実の建替え問題

を考えれば実現は出来ないとの意見があり、(2)の規定に

関し「参加者分住戸数が従前の９割に満たない場合は、

所有者間の合意形成を促進する意味から、従前の総住戸

数の９割を限度として参加者分住戸数を越えることが出

来る」との内容となった［図３］。

　c)確認書では、先の基本的な考え方が明記され、市は将

来時点で何らかの救済措置が具現化されない際には、従

前容積率に戻すことも含めて適切な措置を講ずること、

図２：不適格対応策の概念図 図３：許可要件の考え方
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またマンション区分所有者は例外許可を受ける建替えに

際して、出来るだけ適格な状態に近づけるよう相応の努

力をすべきこと、が確認されている。

６-２．対応の意味の考察

　この対策は、96年強化の目的である「良好な居住環境

を保全するため建物の容積を制限する」ことと、これに

より生じた「不適格マンションの所有者が建替え後も住

み続けられるようにする」という、行政・住民が提示す

る相反した課題を同時に果たそうとするものである。

　土地利用の公平性の観点からは建替え時には制限に適

合するよう規模を縮小するのが原則だが、これを行えば

建替えは実現困難となりマンションが存続しえなくな

る。つまり住民が快適な居住環境で暮らせるよう規制を

強化したにも関わらず、当の住民が住み続けられなくな

るという、ある意味目的に反した結果が生じる。この不

一致を解消するため、現行制度下で活用が可能な例外許

可という方法を用いて、規制のあり方を変更したわけで

ある。ただし望ましい居住環境に誘導する意味では、既

存の建物の規模が永久に変わらないのは問題である。こ

の観点から、一度の建替えで適合な状態にするのは難し

いとしても、数回の建替えを通じて徐々に規模を縮小し

ていけばよいとの考えに基づき、住み続ける所有者分の

床面積のみを認め、従前以下の必要最小限の規模で再建

されるよう、例外許可要件が設定されている。

　以上をみると、行政・住民が互いの主張を理解し、そ

の本質的な趣旨を第一に考えたことにより、手段として

は例外的な形ではあるが、一見相反する目的を両立させ

る対策を見いだしている。このように都市計画の意義に

関して住民とともに十分に議論し、市独自の規制方法を

検討した事例は珍しいと思われる。また、将来の規制変

更を現時点で想定し対応を準備するという、長期的な時

間軸の中で都市計画を捉える視点も興味深い。

　しかし、現実の運用を考えれば課題も多い。まず、想

定されている将来時点での容積率の回復について、いつ

の時点で検討するのか、救済措置が具現化されない場合

との条件をどう判断するか、及び必要な時点で回復が正

しく行われることをいかに担保するかなどである。ま

た、回復が行われた場合でも、例外許可するにあたって

要件をどのように判断するか、特に参加所有者をどう

チェックするのかなどが問題となろう。その他、分譲マ

ンションの建替えのみを特例的に扱うことの是非や、さ

らなる規制の変更が必要になった際に確認書の内容が適

切な対応の実施を妨げる危険性などが、後に問題になる

ことも予想され、これらの課題を十分に議論しておくこ

とが必要と思われる。

７．まとめ

　これまでの用途地域等見直しは主として規制が緩和さ

れる傾向にあったため、本事例のような問題は生じな

かったが、開発を抑えようとする大都市近郊部、及び人

口が減少する中で都市規模の適切な縮小も考えざるを得

ない中小都市などでは、今後このようなダウンゾーニン

グは必要となろう。その際に既存不適格が生じるからと

いって、規制強化をためらったのでは意味がない。必要

な規制変更を行いつつ、生じた既存不適格建物も適切に

コントロールする方法が求められる。

　その際に、本事例の考え方は一つの参考になろう。建

物が更新出来ないまま不適格の状態で存続し続けるより

は、例外的に扱っても適切に更新されることが望ましい

との考えであり、住民が住み続ける過程で出来るだけ適

格な状態へと近づけていこうとする考えである。都市計

画規制を絶対的・固定的な規範ではなく、状況に応じて

常に変化するものと捉えるならば、各時点での社会・経

済状況や都市計画の趣旨と照らし合わせ、問題ない範囲

の逸脱は認めるという形もありうるように思われる。
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注
( １) 協議会は、連絡会役員9 名と市の都市計画担当部局6 名から構成され
る。会長を連絡会の代表世話人、副会長を市都市整備部長が務め、適宜オ
ブザーバーとして専門家も参加した。
(２)準工業地域では、高度地区の指定に伴って日影規制も新たに導入され
ている。なお当初案ではこの地域は住居地域への転換も考えられていた
が、住民の意見により変更はされなかった。
(３)規制Ａに関しては登記簿記載のデータにより使用容積率を計算して、
規制Ｂは斜線制限の内容から７階建て以上のものが可能性が高いとして、
それぞれ不適格を判定している。なお、95年の見直し素案段階で確認され
た不適格建築物は、容積率不適格68件（うち分譲マンション35件）、高度
地区不適格18件（うち14件）であった。
(４)容積率では、二種住専の指定200%を150%に切り下げる対応を、北に
隣接する福岡市が81年、南に隣接する大野城市が79年に行っており、住居
地域等への高度地区の導入についても、福岡市が73年、大野城市が79年に
行っている。このため、96年の改正前の時点で、春日市の住居系用途地域
の平均指定容積率が161%なのに対して、福岡市は139%、大野城市は136%
と大きな差が生じている。
(５)その後発案された対応策により、協議会での地区計画の検討は行われ
なかったが、実施以降に一部の地域では地区計画の策定に向けてまちづく
り懇談会などが開かれており、周囲と調和したより望ましい形で不適格を
解消することを想定しつつ、検討が進められている。
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